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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電素子を有する板状の振動体と、
　前記振動体の振動によって移動する移動体と、
　前記移動体を保持する保持部材と、
　前記保持部材に取り付けられた移動体軸と、
　前記移動体軸と前記保持部材とを固定する１軸側に設けられ、前記移動体軸に沿う方向
と交差する方向に移動可能な可動軸受けと、
　を有することを特徴とする圧電アクチュエーター。
【請求項２】
　請求項１に記載の圧電アクチュエーターにおいて、
　前記可動軸受けには、バネが取り付けられ、通常はバネ力により軸受けが片側に固定さ
れていることを特徴とする圧電アクチュエーター。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の圧電アクチュエーターにおいて、
　前記可動軸受けは、前記振動体との距離が離れる方向に移動することを特徴とする圧電
アクチュエーター。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の圧電アクチュエーターにおいて、
　前記可動軸受けは、前記移動体軸の反対側の軸受けと同軸上になることを特徴とする圧
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電アクチュエーター。
【請求項５】
　請求項４に記載の圧電アクチュエーターにおいて、
　前記反対側の軸受けには、オリフィスが用いられていることを特徴とする圧電アクチュ
エーター。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の圧電アクチュエーターにおいて、
　前記可動軸受けは、衝撃が加わると前記移動体軸が動くことを特徴とする圧電アクチュ
エーター。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の圧電アクチュエーターを備えることを特徴とする
電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧電素子を有する板状の振動体と、この振動体の振動によって移動する移動
体とを備える圧電アクチュエーター、及びこの圧電アクチュエーターを備える電子機器に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば、特許文献１に記載されているように、圧電アクチュエーターは、圧電素
子を有する振動体と、この振動体に当接される移動体とを備えて構成され、逆圧電効果に
よる振動を伝えて移動体を移動されることにより、駆動力を得ている。このような圧電ア
クチュエーターでは、振動体を移動体に付勢、又は、移動体を振動体に付勢して必要な駆
動力を得ている。付勢手段は、コイルばね、板ばね等の押圧力を発生させる手段と振動体
又は移動体自体を移動させる手段が配置されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平７－１８４３８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に記載の圧電アクチュエーターは、衝撃が加わった場合、振動体と移動体が
当節されているため、当節部分に過大な力が加わり圧電素子を破壊することがあった。特
に携帯用電子機器に用いた場合、誤って落下させることは良くあるが、振動体と振動体を
移動させる手段全体の重さが移動体に加わる。
  落下による衝撃はビニールタイルでの１ｍ落下で、衝突時間をｔ＝０．０００１ｓｅｃ
とすると衝撃力Ｆは、
  　　　　　　　　　　　　Ｆ＝ｍ√（２ｇｈ）／ｔ
  　　　　　　　　ｍ：質量、ｈ：落下高さ、ｇ：重力加速度
  となり、重量１ｇfで４．５２ｋｇｆの力が加わることになる。
  そこで、本発明は、圧電アクチュエーターの振動体の落下の衝撃による破壊を防止する
ことを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、上述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の
形態又は適用例として実現することが可能である。
【０００６】
　［適用例１］本適用例に係る圧電アクチュエーターは、圧電素子を有する板状の振動体
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と、前記振動体の振動によって移動する移動体と、前記移動体を保持する保持部材と、前
記保持部材に取り付けられた移動体軸と、前記移動体軸と前記保持部材とを固定する１軸
側に可動可能な可動軸受けと、を有することを特徴とする。
【０００７】
　本適用例によれば、落下時の衝撃により前記１軸側に可動可能な可動軸受けが移動する
ことにより衝撃を緩和することになり、これにより振動体の破壊を防止する効果を有する
。
【０００８】
　［適用例２］上記適用例に記載の圧電アクチュエーターにおいて、前記可動軸受けには
、バネが取り付けられ、通常はバネ力により軸受けが片側に固定されていることを特徴と
する。
【０００９】
　本適用例によれば、通常はバネ力により軸受けが片側に固定されていることになり、こ
れによって移動体を移動させることができる。
【００１０】
　［適用例３］上記適用例に記載の圧電アクチュエーターにおいて、前記可動軸受けは、
前記振動体との距離が離れる方向に移動することを特徴とする。
【００１１】
　本適用例によれば、上記可動軸受けが、振動体との距離が離れる方向に移動するため、
落下による衝撃で、振動体からの力が加わった場合、力を逃がすことになる。これによっ
て落下による破壊を防ぐことができる。
【００１２】
　［適用例４］上記適用例に記載の圧電アクチュエーターにおいて、前記可動軸受けは、
前記移動体軸の反対側の軸受けと同軸上になることを特徴とする。
【００１３】
　本適用例によれば、前記可動軸受けは移動体軸の反対側の軸受けと同軸上であるため、
移動体軸での回転を妨げることが無くなり、これによって回転することができる。
【００１４】
　［適用例５］上記適用例に記載の圧電アクチュエーターにおいて、前記反対側の軸受け
には、オリフィスが用いられていることを特徴とする。
【００１５】
　本適用例によれば、前記可動軸受けはバネにより可動体軸受けが移動し、移動体軸が動
いた場合、前記反対側の軸受けはストレート軸受けの場合、軸がこじてしまうが、オリフ
ィスを用いることにより軸が傾いてもこじることを無くすことができる。
【００１６】
　［適用例６］上記適用例に記載の圧電アクチュエーターにおいて、前記可動軸受けは、
衝撃が加わると可動体軸が動くことを特徴とする。
【００１７】
　本適用例によれば、前記可動軸受けは衝撃が加わると可動体軸が動くため、通常では定
位置に固定されたままとなり、これによって、移動体軸が負荷無く回転することができる
。
【００１８】
　［適用例７］本適用例に係る電子機器は、上記記載の圧電アクチュエーターを備えるこ
とを特徴とする。
【００１９】
　本適用例によれば、上記記載の圧電アクチュエーターと同様の効果を奏することができ
、これにより、動作信頼性の高い電子機器を構成及び製造することができる。このような
電子機器として、腕時計等の時計や、カメラ等を例示することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
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【図１】実施形態１に係る圧電アクチュエーターを示す平面図。
【図２】実施形態１に係る圧電アクチュエーターを示す断面図。
【図３】実施形態１に係る可動軸受けを示す通常位置図。
【図４】実施形態１に係る衝撃による可動軸受け移動時を示す断面図。
【図５】実施形態１に係る可動軸受けを示す衝撃位置図。
【図６】実施形態２に係る圧電アクチュエーターを示す平面図表。
【図７】実施形態２に係る圧電アクチュエーターを示す平面図裏。
【図８】実施形態３に係る電子機器を示す平面図。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照して説明する。なお、以下の各図におい
ては、各層や各部材を認識可能な程度の大きさにするため、各層や各部材の尺度を実際と
は異ならせしめている。
【００２２】
　（実施形態１）
  図１は、実施形態１に係る圧電アクチュエーターを示す平面図である。図２は、圧電ア
クチュエーターを示す断面図である。
  まず、実施形態１に係る圧電アクチュエーターの概略構成について説明する。
【００２３】
　圧電アクチュエーター１００は、圧電素子を有する板状の振動体２１と、この振動体２
１の振動によって移動する移動体５１と、移動体５１を保持する保持部材５６と、移動体
軸５２と保持部材５６とを固定する１軸側に可動可能な可動軸受け５５とを設けている。
【００２４】
　移動体５１は、環状に形成されており、セラミック、ステンレス鋼、鉄、アルミニウム
、その他の材料で構成されている。この移動体５１の内周側には環状の移動体軸５２が圧
入されている。この移動体軸５２は、保持部材５６に固定された穴石５３に回転可能に嵌
合されている。移動体軸５２にはピニオンが形成されていても良く、減速、増速輪列を構
成することができる。
【００２５】
　駆動機構２０は、圧電素子２２によって全体が振動する振動体２１と、この振動体２１
に設けられた腕部２５が取り付けられるスライダー２６と、スライダー２６が装着される
取付部材１０とで構成されている。また、駆動機構２０は、振動体２１の圧電素子２２に
駆動回路（図示せず）により所定周波数の電圧を印加することにより振動する、いわゆる
圧電アクチュエーターである。
【００２６】
　振動体２１は、略矩形平板状に形成された補強板２３と、この補強板２３の表裏両面に
設けられた平板状の圧電素子２２、とを備えている。補強板２３はステンレス鋼、その他
の材料で構成され、略矩形平板状に形成されている。
【００２７】
　支え部材２８は、伸縮可能な２本のばね２９を備え、１本のねじ３０によって取付部材
１０に取り付けられている。このばね２９はスライダー２６の背面に当接され、振動体２
１の凸部２４を移動体５１の側面５７に押圧付勢させている。ここで、圧電素子２２の材
料は、特に限定されず、チタン酸ジルコニウム酸鉛（ＰＺＴ）、水晶、ニオブ酸リチウム
等の各種のものを用いることができる。また、圧電素子２２の両面には複数の電極（本実
施形態では片面に５箇所）２２Ａ，２２Ｂ，２２Ｃが形成されている。これらの電極２２
Ａ，２２Ｂ，２２Ｃは駆動回路と電気的に接続されている。
【００２８】
　圧電素子２２に所定周波数の電圧を印加すると、圧電素子２２での励振により振動体２
１全体が振動する。この振動は振動体２１の長手方向に沿って伸縮する縦振動と振動体２
１の面内で屈曲する屈曲振動とが組み合わされた状態で生じ、補強板２３に形成された凸
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部２４が楕円軌道を描くように振動する。そして、凸部２４に発生した振動が移動体５１
の側面５７と当接された部分に伝達され、移動体５１が回転する。
【００２９】
　また、図１において、圧電素子２２の電極２２Ａ，２２Ｂ，２２Ｃに電圧を印加する時
、印加電極を適宜選択することで移動体５１の回転方向を任意に選択できる。つまり、圧
電素子２２の中央の電極２２Ａに加えて、一方の対角線上にある一対の電極２２Ｂを選択
した場合と、他方の対角線上にある一対の電極２２Ｃを選択した場合とでは、移動体５１
の回転方向が逆になる。
【００３０】
　前記移動体５１を保持する保持部材５６に固定された穴石５３により、移動体軸５２を
保持させている。移動体軸５２を固定する１軸側にバネ部材５４に固定された穴石５３を
持つ可動軸受け５５を設け、もう１軸側には穴石５３が固定されている。
  図２のように可動軸受け５５は、衝撃の加わらない通常時には２つの穴石は同軸上にあ
る。
【００３１】
　図３は、実施形態１に係る可動軸受け５５を示す通常位置図である。具体的には、衝撃
が加わらない、可動軸受け５５を示す通常位置図である。図４は、実施形態１に係る衝撃
による可動軸受け５５移動時を示す断面図である。図５は、実施形態１に係る可動軸受け
５５を示す衝撃位置図である。衝撃時、可動軸受け５５が動くことにより衝撃を逃がす。
また、衝撃により軸がずれるが、穴石５３のオリフィスにより軸が傾いてもこじることが
無いことを示す。
【００３２】
　以上述べたように、本実施形態に係る圧電アクチュエーター１００によれば、以下の効
果を得ることができる。
  ビニールタイルなどへの落下で衝撃がかかった場合、スライダー２６と圧電素子２２等
の重量が移動体５１にかかることによる、圧電素子２２、移動体５１の破壊が防止される
ことになる。
【００３３】
　（実施形態２）
  図６は、実施形態２に係る圧電アクチュエーター１００を示す平面図表である。図７は
、圧電アクチュエーター１００を示す平面図裏である。
  なお、実施形態１と同一の構成部位については、同一の番号を使用し、重複する説明は
省略する。
  まず、実施形態２に係る圧電アクチュエーターの概略構成について説明する。
【００３４】
　圧電アクチュエーター１００は、圧電素子を有する板状の振動体２１と、この振動体２
１の振動によって移動する移動体５１と、移動体５１を保持する保持部材５６と、移動体
軸５２と保持部材５６とを固定する１軸側に可動可能な可動軸受け５５とを設けている。
【００３５】
　移動体５１は、環状に形成されており、セラミック、ステンレス鋼、鉄、アルミニウム
、その他の材料で構成されている。この移動体５１の内周側には環状の移動体軸５２が圧
入されている。この移動体軸５２は、保持部材５６に固定された穴石５３に回転可能に嵌
合されている。移動体軸５２にはピニオンが形成されていても良く、減速、増速輪列を構
成することができる。
【００３６】
　保持部材５６は、回転軸８０を中心に回転可能に形成されている。回転軸８０は取付部
材１０にベアリング等の軸受けで案内され自由に回転することができる。
【００３７】
　駆動機構２０は、圧電素子２２によって全体が振動する振動体２１と、この振動体２１
に設けられた腕部２５が取り付けられる固定ベース８１と、固定ベース８１が装着される



(6) JP 5874406 B2 2016.3.2

10

20

30

40

50

取付部材１０とを備えた、いわゆる圧電アクチュエーターである。また、駆動機構２０は
、振動体２１の圧電素子２２に所定周波数の電圧を印加することにより振動体２１を振動
させる駆動回路（図示せず）を備えている。
【００３８】
　振動体２１は、略矩形平板状に形成された補強板２３と、この補強板２３の表裏両面に
設けられた平板状の前記圧電素子２２、とを備えている。補強板２３はステンレス鋼、そ
の他の材料で構成され、略矩形平板状に形成されている。また、補強板２３の長さ方向の
一端部には凸部２４が形成され、凸部２４は移動体５１の側面５７と当接されている。こ
の振動体２１は、ねじ２７にて固定ベース８１に固定されている。固定ベース８１は、取
付部材１０に装着されている。
【００３９】
　保持部材５６と固定ベース８１には、伸縮可能なばね２９を備え、２本のばね固定ピン
８２によって取り付けられている。このばね２９は保持部材５６と固定ベース８１の間に
引っ張り力を与え、振動体２１の凸部２４を移動体５１の側面５７に押圧付勢させている
。ここで、圧電素子２２の材料は、特に限定されず、チタン酸ジルコニウム酸鉛（ＰＺＴ
）、水晶、ニオブ酸リチウム等の各種のものを用いることができる。
【００４０】
　振動体２１は、略矩形板状に形成され、前記圧電素子の長辺の長さを１とすると短辺の
長さは０．２７４以上であり、かつ、一次の縦振動と二次の屈曲振動との振動比は、前記
一次の縦振動の共振振動数に対する前記二次の屈曲振動の共振周波数の比が１．００より
も大きく１．０３よりも小さくなるように設定されていることが望ましい。
【００４１】
　一次の縦振動及び二次の屈曲振動の共振周波数が互いに近接しているので、これらの共
振周波数近傍で圧電素子２２に所定周波数の電圧を印加すると、一次の縦振動及び二次の
屈曲振動が同時に現れ易くなり、圧電素子２２での励振により振動体２１全体が振動する
。この振動は振動体２１の長手方向に沿って伸縮する縦振動と振動体２１の面内で屈曲す
る屈曲振動とが組み合わされた状態で生じ、補強板２３に形成された凸部２４が楕円軌道
を描くように振動する。そして、凸部２４に発生した振動が移動体５１の側面５７と当接
された部分に伝達され、移動体５１が回転する。
【００４２】
　前記移動体５１を保持する保持部材５６に固定された穴石５３により、移動体軸５２を
保持させている。移動体軸５２を固定する１軸側にバネ部材５４に固定された穴石５３を
持つ可動軸受け５５を設け、もう１軸側には穴石５３が固定されている。
【００４３】
　実施形態２では、実機形態１と同様、可動軸受け５５は、図２のように、衝撃の加わら
ない通常時には２つの穴石は同軸上にある。
  また、図３～５に示すように、衝撃時、可動軸受け５５が動くことにより衝撃を逃がす
。また、衝撃により軸がずれるが、穴石５３のオリフィスにより軸が傾いてもこじること
が無いことを示す。図５は、実施形態２に係る可動軸受けを示す衝撃位置図である。
【００４４】
　以上述べたように、本実施形態に係る圧電アクチュエーター１００によれば、以下の効
果を得ることができる。
  ビニールタイルなどへの落下で衝撃がかかった場合、圧電素子２２等の重量が移動体５
１にかかることによる、圧電素子２２、移動体５１の破壊が防止されることになる。
【００４５】
　（実施形態３）
  図８は、実施形態３に係る電子機器（時計）を示す平面図である。
  まず、実施形態３に係る電子機器の概略構成について説明する。
【００４６】
　電子機器２００は、圧電素子を有する板状の振動体２１と、この振動体２１の振動によ
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って移動する移動体５１と、移動体５１を保持する保持部材５６と、移動体軸５２と保持
部材５６とを固定する１軸側に可動可能な可動軸受け５５とを設けている。
【００４７】
　移動体５１は、環状に形成されており、セラミック、ステンレス鋼、鉄、アルミニウム
、その他の材料で構成されている。この移動体５１の内周側には環状の移動体軸５２が圧
入されている。この移動体軸５２は、保持部材５６に固定された穴石５３に回転可能に嵌
合されている。移動体軸５２にはピニオンが形成され、４番車１１０の歯車と組み合わさ
れている。４番車１１０のピニオンは、３番車１１１の歯車と組み合わされている。３番
車１１１のピニオンは、４番車１１０と同軸上にある２番車１１２の歯車と組み合わされ
、減速輪列を構成している。
【００４８】
　４番車１１０の先端には秒針が、２番車１１２の先端には時針が取り付けられ、時計を
構成する。
【００４９】
　駆動機構２０は、圧電素子２２によって全体が振動する振動体２１と、この振動体２１
に設けられた腕部２５が取り付けられるスライダー２６と、スライダー２６が装着される
取付部材１０とで構成されている。また、駆動機構２０は、振動体２１の圧電素子２２に
駆動回路（図示せず）により所定周波数の電圧を印加することにより振動する、いわゆる
圧電アクチュエーターである。
【００５０】
　振動体２１は、略矩形平板状に形成された補強板２３と、この補強板２３の表裏両面に
設けられた平板状の圧電素子２２、とを備えている。補強板２３はステンレス鋼、その他
の材料で構成され、略矩形平板状に形成されている。
【００５１】
　支え部材２８は、伸縮可能な１本のばね２９を備え、取付部材１０に直接取り付けられ
ている。このばね２９はスライダー２６の背面に当接され、振動体２１の凸部２４を移動
体５１の側面５７に押圧付勢させている。
【００５２】
　圧電素子２２に所定周波数の電圧を印加すると、圧電素子２２での励振により振動体２
１全体が振動する。この振動は振動体２１の長手方向に沿って伸縮する縦振動と振動体２
１の面内で屈曲する屈曲振動とが組み合わされた状態で生じ、補強板２３に形成された凸
部２４が楕円軌道を描くように振動する。そして、凸部２４に発生した振動が移動体５１
の側面５７と当接された部分に伝達され、移動体５１が回転し、時計輪列が回転する。
【００５３】
　前記移動体５１を保持する保持部材５６に固定された穴石５３により、移動体軸５２を
保持させている。移動体軸５２を固定する１軸側にバネ部材５４に固定された穴石５３を
持つ可動軸受け５５を設け、もう１軸側には穴石５３が固定されている。
  図２のように可動軸受け５５は、衝撃の加わらない通常時には２つの穴石は同軸上にあ
る。
【００５４】
　以上述べたように、本実施形態に係る電子機器２００によれば、以下の効果を得ること
ができる。
  ビニールタイルなどへの落下で衝撃がかかった場合、スライダー２６と圧電素子２２等
の重量が移動体５１にかかることによる、圧電素子２２、移動体５１の破壊が防止される
ことになり、時計の故障が防止される。
【符号の説明】
【００５５】
　１０…取付部材　２０…駆動機構　２１…振動体　２２…圧電素子　２２Ａ，２２Ｂ，
２２Ｃ…電極　２３…補強板　２４…凸部　２５…腕部　２６…スライダー　２７…ねじ
　２８…支え部材　２９…ばね　５１…移動体　５２…移動体軸　５３…穴石　５４…バ
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ネ部材　５５…可動軸受け　５６…保持部材　５７…側面　８０…回転軸　８１…固定ベ
ース　８２…ばね固定ピン　１００…圧電アクチュエーター　１１０…４番車　１１１…
３番車　１１２…２番車　２００…電子機器。

【図１】 【図２】
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